
○外部評価免除についてのＱＡ（事業者用） 

 

１．手続き 

 

Ｑ１ 外部評価免除の申請書は、どこに提出すればよいのですか。 

窓口に直接持参できませんが、郵送による申請は可能ですか。 

また、メールやＦＡＸでの申請は可能ですか。 

 

Ａ１ 申請書は、県庁の長寿社会課地域包括支援班に提出してください。 

郵送による申請はできますが、メールやＦＡＸでの申請はできませんので

御了承ください。 
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Ｑ２ 外部評価免除の申請は、いつから受け付けていますか。 

    

 

Ａ２ 外部評価免除の申請時期は特に定めていません。 

但し、外部評価を２年に１回とする規定の適用を受けるためには、外部評

価を実施しない年度の末日（３／３１）までに「適用有り」の通知を受ける

必要があることに留意してください。 

なお、仮に、何らかの適用条件を満たさないとして「適用無し」の通知が

あった場合は、当該年度の外部評価を実施する必要があります。（「適用無し」

にもかかわらず、当該年度の外部評価を実施しなかった場合は、５年間継続

実施要件を満たさなくなるので、以降、最低５年間は外部評価免除の適用は

受けられないことになります。） 

ですから、万一、「適用無し」となった場合でも、当該年度中に外部評価が

受けられるように、早めの申請をお勧めします。 

 

Ｑ３ 外部評価免除の申請書は、様式１だけ提出すれば良いのですか。 

運営推進会議の議事録や、昨年度の自己評価、外部評価等の資料を添付する

必要はありませんか。 

 

Ａ３ 様式１だけを提出していただくだけでかまいません。 

申請書（様式１）の提出の際には、添付資料（運営推進会議の議事録や、

昨年度の自己評価、外部評価等の資料等）は不要です。 

但し、市町村によっては、後日市町村から免除要件の確認のため、これら

の資料の提出を別途お願いする場合もありますのでご了承ください。 

なお、申請書に添付いただいた資料がある場合、当該資料は市町村に対し、

免除要件照会文書と併せて送付しておりますことを申し添えます。 



 

Ｑ４ 申請書（様式１）の書き方を教えてください。 

 

 

Ａ４ 様式１の右肩には、「所在地（住所）」、「事業所名」、「事業所番号」「サービ

スの種別」、「法人名」、「代表者名」を記載してください。 

また、本文の「令和○年度」の部分は、外部評価を実施したものとみなす

年度（つまり、申請する年度、外部評価を実施しない年度）を記載します。 

「最終外部評価実施日」の欄は、前年度の外部評価における訪問調査日を

記入してください。（「自己評価及び外部評価結果」の１ページを参照） 

 

Ｑ５ 一昨年前に外部評価免除の申請をして、適用有りの通知を受けています。 

去年はきちんと外部評価を受けているので、今年は外部評価を受けないつもり

ですが、今年も免除申請が必要ですか。 

 

Ａ５ 一昨年前に外部評価免除の適用を受けている事業所であっても、外部評価

免除の適用を受ける度に（＝適用年度ごとに）申請は必要です。 

 

様式１の申請は、「令和○年度（＝申請年度）の外部評価を実施したものと

みなす」ことを申請しているだけなので、一度免除適用をした事業所の外部

評価は、それ以降自動的に２年に１回となるわけではありません。 

なお、申請があった事業所については、その前年度の状況により外部評価

免除要件を満たしているかどうかを確認して免除決定を行いますので、前回

（＝一昨年）免除の適用を受けている事業所であっても、必ずしも今年免除

適用になるとは限らないので、十分留意してください。 

 

Ｑ６ 外部評価免除の要件に該当している事業所に対して、免除適用を促すような文

書は送付しないのですか。 

 

Ａ６ 免除要件に該当している団体への個別通知等は行っていません。 

 

外部評価は年１回の実施が原則であり、実際、免除要件に該当していても

免除申請をせずに外部評価を毎年実施されている事業所もあります。 

外部評価を実施したこととみなすよう申請があった場合に、その適用要件

を満たしている場合に限って例外的に免除としているものですので、申請す

れば免除になることを県から通知するような文書は送付しておりませんので、

御了承ください。 

 

 

 



２．免除要件 

 

Ｑ７ 「外部評価を５年間継続して実施している」との要件は、事業所を開設して最低５

年経過しないと、外部評価免除の適用はないということですか。 

 

Ａ７ そのとおりです。 

毎年外部評価を実施している事業所でも、免除の適用ができるのは開設後

最低５年を経過して（５回の外部評価を実施して）からとなります。 

   申請をいただいても免除不適用となりますので、引き続き外部評価を実施

いただき、免除要件をみたした翌年度において、再度ご申請いただきますよ

うお願いします。 

 

Ｑ８ 毎年１月に外部評価を実施しているが、前年度の外部評価において事業所の訪

問調査が３月になり、評価の確定が今年度の４月以降となってしまった。 

この場合、今年度は通常どおり１月に外部評価を実施したとしても、「外部評価

を５年間継続して実施している」との要件に該当しなくなる（前年度の外部評価を

実施していないと判断される）のですか。 

 

Ａ８ 「外部評価を５年間継続して実施している」とは、原則として、①前年度

以前の５年の毎年度において外部評価（訪問調査）を受け、②毎年度の外部

評価が当該年度内に評価の確定及び公表を実施していることが必要です。 

よって、本件の場合、一般には、前年度未実施により「５年継続実施」の

要件に該当しないものと判断されます。 

 

但し、訪問調査の遅れ、評価の確定及び公表の遅れが、事業所の責任では

なく、やむを得ない事情によるものと市町村が認める場合については「５年

継続要件」に該当しているものと判断されることもあり得ると考えます。 

外部評価免除の適用が受けられるかどうか（＝市町村に免除要件を満たす

と判断してもらえるかどうか）について疑義がある場合は、あらかじめ市町

村にご確認いただくことをお勧めします。 

 

Ｑ９ 「自己評価及び外部評価」と「目標達成計画」の市町村提出の要件があるが、外部

評価免除を受けた年度についても提出しなければいけないのか。 

 

Ａ９ 外部評価免除は、あくまで外部評価を実施しなかった年度において、これ

を実施したものとみなしているにすぎません。 

ですから、外部評価免除を受けた年度においても「自己評価及び外部評価」

と「目標達成計画」の市町村提出は必要です。 

なお、実際には、自己評価（外部評価は未実施なので、外部評価の欄が未

記入で可）と目標達成計画を市町村に提出することになります。 

 



 

Ｑ10 「運営推進会議を前年度に６回以上」の要件における「前年度」とは、事業所の

事業年度を指すのか、官公庁の会計年度(4/1～3/31)を指すのか。 

 

Ａ10 官公庁の会計年度である４月１日から翌年３月３１日までをいいます。 

 

   なお、「年度内に１回は自己評価及び外部評価を受けること」の要件（実施

要領２（１））にいう「年度内」も同様に、４月１日から翌年３月３１日まで

をいいます。 

 

Ｑ11 「運営推進会議に、市町村の職員又は地域包括支援センターの職員が必ず出

席」の要件は、市町村側の事情で参加していない場合でも要件に該当しなくなる

のか。 

 

Ａ11 原則としては、いかなる理由があっても、運営推進会議に市町村職員等が

出席していない場合は、２（４）ウの要件を満たさないことになります。 

    なお、外部評価免除の制度は、地域密着型サービスへの市町村等の一層の

関与を促す趣旨から設けられたものであり、この市町村職員等の出席要件も、

上記の趣旨に基づき、国（厚生労働省）の通知において示されているもので、

全国でも同様の要件とされているところですのでご理解願います。 

但し、突発的な事故等の特別の事情により、やむを得ず市町村職員等が欠

席した場合については、市町村の判断において、その回の運営推進会議につ

いては出席したものとして免除要件の判断をすることもあり得るものです。 

 

外部評価免除の適用が受けられるかどうか（＝市町村に免除要件を満たす

と判断してもらえるかどうか）について疑義がある場合は、あらかじめ市町

村にご確認いただくことをお勧めします。 

 

 

Ｑ12 「外部評価項目の２、３、４、６の実践状況（外部評価）が適切である」の要件は、

どのような場合に不適切と判断されるのですか。 

 

Ａ12 これら４項目を免除適用条件としたのは、地域密着型サービスにおける運

営の透明性や地域連携の重要性を考慮したものです。 

その判断については、各評価項目のねらいに沿った取組みがほとんどでき

ていない、きわめて不適切である、と判断される記載がないかどうかを基準

とします。 

何らかの努力や取り組みがあることが確認できれば、より努力すべき点や

期待すべき点の記載があっても、適切と判断されることとなっております 

 

 



３．その他 

 

Ｑ13 「外部評価免除」の適用、不適用の結果は、いつ頃届きますか。 

（申請から結果通知まで、どのくらいの日数を要しますか） 

 

Ａ13 当課は、申請受理後、市町村に対して免除適用条件の該当の有無を確認し、

その回答を受けて、免除適用（あるいは不適用）の通知を行います。 

このため、市町村によって差がありますが、一般には申請から結果の通知

までに、おおむね 1ヶ月程度が必要ですのでご了承ください。 

なお、この結果通知は、後日の市町村からの指導や翌年度の外部評価の際

に提示できるよう、適切に保管願います。 

また、２ヶ月以上経過しても通知がない場合、免除申請書の未達の可能性

もありますので、長寿社会課地域包括支援班（086-226-7953）に念のためお

問い合わせいただくようお願いします。 

 

 

Ｑ14 外部評価免除の適用を受けた年度の「自己評価」や「目標達成計画」をワムネッ

トに掲載して欲しいのですが。 

 

Ａ14 ワムネットに確認したところ、外部評価結果及び目標達成計画のワムネッ

トへの掲載権限は、外部評価機関だけが持っている状況です。 

ですから、県や市町村で、外部評価機関が行うのと同様に掲載することは

システム上できません。（改修予定もないとのことですのでご了承願います。） 

なお、事業者自身でワムネットに会員登録をしていただければ、ご自身の

事業者情報や施設情報に、独自の追加情報を入力・更新することができます

ので、そうした機能をご利用いただくようお願いいたします。 

（なお、詳しくはワムネットの「会員登録」のページをご覧ください） 

 

 

Ｑ15 外部評価機関の評価調査員に、運営推進会議に出席してもらい、評価結果に 

ついて報告してもらうことはできますか。 

 

Ａ15 外部評価機関（評価調査員）は、運営推進会議に出席する義務はありませ

んので、出席するかどうかはあくまで外部評価機関の判断となります。 

 

外部評価機関を選択する際に、（＝委託契約を結ぶ際に）、運営推進会議に

評価調査員が出席してもらえるかどうか、あらかじめご相談していただくこ

とをお勧めします。 


